
（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。

長 期 貸 付 金 2,750 利 益 準 備 金 25

評 価 ・ 換 算 差 額 等

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

未 収 還 付 消 費 税 等 3,557

そ の 他 13 資 本 準 備 金

25,748 177,043

株 主 資 本

負 債 合 計

601

無 形 固 定 資 産 336

300

179,384

建 設 仮 勘 定

11,858

292

10

そ の 他

1,296

ソ フ ト ウ ェ ア 31

車 両 運 搬 具

純 資 産 の 部

工具、器具及び備品 11,756

資 本 金

有 形 固 定 資 産

商 品 120,892 未 払 費 用 12,606

未 収 入 金 6,897 預 り 金 8,767

前 払 費 用 3,881 未 払 法 人 税 等 17,036

90,557 資 産 除 去 債 務 8,048

建 物 46,360

土 地

187,865そ の 他 利 益 剰 余 金

敷 金 保 証 金 45,071

1出 店 仮 勘 定 494

216,652

関 係 会 社 株 式 27,231 利 益 剰 余 金 187,890

長 期 前 払 費 用 4,126

繰 越 利 益 剰 余 金

投 資 そ の 他 の 資 産 88,490

187,865

資 本 剰 余 金

27,166

そ の 他 資 本 剰 余 金

28,462

借 地 権

現 金 及 び 預 金 8,953 買 掛 金 103,987

資 産 合 計 393,696 負 債 及 び 純 資 産 合 計 393,696

繰 延 税 金 資 産 8,549

そ の 他 448

純 資 産 合 計 216,653貸 倒 引 当 金 △ 179

1

そ の 他 6,896

3,810

貸 借 対 照 表
（2025年6月30日現在）

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 214,312 流 動 負 債 165,185

科 目 金 額 科 目 金 額

構 築 物 6,082

売 掛 金 31,081 未 払 金 22,584

立 替 金 15,461 そ の 他 205

貸 倒 引 当 金 △ 1

関 係 会 社 預 け 金 15,870

預 け 金 826

固 定 資 産 固 定 負 債
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（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。

運 送 事 務 手 数 料 654

特 別 利 益

そ の 他 1,366 10,439

営 業 外 費 用

支 払 利 息 31

経 常 利 益 94,864

為 替 差 損 265

そ の 他 110 405

そ の 他 7 249

子 会 社 清 算 益 242

234

減 損 損 失 894

そ の 他 1 1,143

災 害 に よ る 損 失

違 約 金 収 入 326

6

店 舗 閉 鎖 損 失 8

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

税 引 前 当 期 純 利 益 93,970

法人税、住民税及び事業税 24,989

法 人 税 等 調 整 額 350 25,339

当 期 純 利 益 68,631

84,830

営 業 外 収 益

営 業 利 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 7,221

デ ー タ 提 供 料 871

純 売 上 高 984,344

売 上 原 価 700,895

売 上 高

テ ナ ン ト 売 上 高

972,104

12,240

損 益 計 算 書
（自　2024年７月１日）

（至　2025年６月30日）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 総 利 益 283,449

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 198,619
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（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。

当 期 純 利 益 68,631

当 期 変 動 額 合 計 39,888

当 期 末 残 高 216,652

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 首 残 高 176,764

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 28,743

その他資本剰余金から資本
金 へ の 振 替 -

評価・換算差額等

純 資 産
合 計

0 0 176,765

当 期 末 残 高 300 27,166 28,462

株 主 資 本
合 計

その他有価
証券評価差
額 金

評価・換算
差額等合計

株主資本

187,865 187,890

当 期 変 動 額 合 計 200 - △ 200 39,888 39,888

当 期 首 残 高 100 27,166 28,662 147,9771,496 148,002

68,631

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益

資 本 金

資 本 剰 余 金

資本準備金
資本剰余金
合 計

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
（自　2024年７月１日）

（至　2025年６月30日）

（単位：百万円）

68,631

200 △ 200 △ 200

△ 200

1,296

利益準備金

25

-

25

その他資本
剰 余 金

0 0 39,888

1 1 216,653

68,631

0 0 0

△ 28,743

-

株 主 資 本

繰 越 利 益
剰 余 金

利 益 剰 余 金

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

△ 28,743 △ 28,743剰 余 金 の 配 当

その他資本剰余金から資本
金 へ の 振 替
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

②デリバティブの評価基準及び評価方法 時価法

③棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品 主に移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下の方

法によって算定）

ただし、生鮮食品は主に最終仕入原価法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。

　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法の規定によっております。

②無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定

額法によっております。

③リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④長期前払費用 定額法

(3) 引当金の計上基準

貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率及び過去の実績率等を勘案した所

定の基準により計上しております。また、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

当社と顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行

義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

（商品販売）

　商品の販売については、顧客に商品を引き渡した時点で収益を認識しております。

　なお、商品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者が提供

する商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識してお

ります。

（テナント賃貸事業）

店舗の一部を賃貸しており、賃貸取引については企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基

準」等に従い収益を認識しております。
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２．会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下

「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

　なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。

３．表示方法の変更に関する注記

（損益計算書）

　前事業年度まで区分掲記して表示しておりました「特別利益」の「固定資産売却益」（当事業年度

は、１百万円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より、「特別利益」の「その他」に

含めて表示しております。

４．会計上の見積りに関する注記

（棚卸資産の評価損）

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①棚卸資産の評価損の金額の算出方法

棚卸資産の評価損の計上については、正味売却価額が帳簿価額を下回った場合、その差額を棚卸資産

の評価損として計上しております。また、正常な営業循環過程から外れた滞留商品在庫については、規

則的に簿価を切り下げる方法によって評価損を計上しております。

②重要な会計上の見積りに用いた主要な仮定

正常な営業循環過程から外れた滞留商品在庫の評価損の算定にあたっては、商品回転率が一定の値以

下となった商品を対象として抽出し、当該商品が属する商品群の過去の販売実績、在庫数量及び今後の

販売計画等に基づいて定めた減価率により、規則的に帳簿価額を切り下げる方法により評価しておりま

す。

③翌事業年度の計算書類に与える影響

上記の見積り及び仮定は、市場環境の悪化や消費者志向及び生活様式の変化等により影響をうけるこ

とから不確実性が大きく、今後の状況によっては、翌事業年度に追加の棚卸資産評価損が発生する可能

性があります。

商品

売上原価に含まれる棚卸資産評価損 1,157百万円

120,892百万円

当事業年度
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（固定資産の減損）

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①減損損失の金額の算出方法

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位のグルーピングとして、各店舗又は事業部を基本単

位とし、賃貸不動産及び遊休資産については、個々の物件単位ごとに減損の兆候の判定を行い、減損の

兆候があると認められる場合には、減損損失の認識の要否を判断し、その結果、減損対象となった各資

産については回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失としております。

　減損の兆候の判定は、経営環境の著しい悪化等により収益性の低下が認められる店舗や営業活動から

生ずる損益が継続してマイナスとなる店舗、市場価格が著しく下落した物件及び店舗、新規出店店舗及

び新規出店予定店舗のうち、当初の収支計画よりも営業活動から生ずる損益がマイナスとなり、継続し

て営業活動から生ずる損益がマイナスとなることが予想される店舗を減損の兆候があるものと判定して

おります。

　減損損失の認識の要否については、減損の兆候がある店舗及び物件のうち、割引前将来キャッシュ・

フローの総額が帳簿価額を下回る場合は減損損失の認識が必要と判断しております。

各資産の回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い価額とし、正味売却価額について

は、不動産鑑定士による鑑定評価額等に基づいて算出しております。

②重要な会計上の見積りに用いた主要な仮定

当社は、過去の実績をベースに商圏の変化や競合店舗の影響、経営環境等を考慮し、各店舗ごとの

将来売上高及び営業損益を予測し、将来キャッシュ・フローの算定を行っております。

③翌事業年度の計算書類に与える影響

上記の見積り及び仮定は、将来の経営環境や市場動向の変化により影響をうけることから不確実性が

大きく、今後の状況によっては、翌事業年度に追加の減損損失が発生する可能性があります。

当事業年度

有形固定資産の帳簿価額 90,557百万円

減損損失 894百万円

無形固定資産の帳簿価額 336百万円
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（繰延税金資産の回収可能性）

(1) 当事業年度の貸借対照表に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①繰延税金資産の金額の算出方法

当社は、「税効果会計に係る会計基準」及び「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」等の基

準に基づき、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に対して、予測される将来課税所得の見積りに

基づき回収可能性を判断し算出しております。

②重要な会計上の見積りに用いた主要な仮定

将来課税所得の見積りについては、過去の実績をベースに個別の営業施策や顧客動向の変化等の影響

を考慮し算定しております。

③翌事業年度の計算書類に与える影響

上記の見積り及び仮定は、将来の経営環境や市場動向の変化により影響をうけることから不確実性が

大きく、今後の状況によっては、翌事業年度に繰延税金資産が変動し、法人税等調整額に影響を及ぼす

可能性があります。

５．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 百万円

上記減価償却累計額には、減損損失累計額 18,458百万円が含まれております。

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①短期金銭債権 百万円

②長期金銭債権 百万円

③短期金銭債務 百万円

④長期金銭債務 百万円

６．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

営業取引による取引高

　売　上　高 百万円

　店舗賃貸料 百万円

　商品仕入高 百万円

　販売費及び一般管理費 百万円

　営業取引以外の取引高

　営業外収益 百万円

　営業外費用 百万円

　資産購入高 百万円

　資産譲渡高 百万円

(2) 期末棚卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上原価に含まれ

 ております。 百万円

121,115

21,126

535

繰延税金資産 8,549百万円

当事業年度

10,453

36,817

31,168

17

188

1,039

10

34

1,157

20

21
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７．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

(2) 自己株式の数に関する事項

該当事項はありません。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①配当金支払額等

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

８．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税 百万円

棚卸資産 百万円

未払賞与 百万円

減価償却限度超過額 百万円

貸倒引当金繰入超過額 百万円

資産除去債務 百万円

その他 百万円

繰延税金資産小計 百万円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 百万円

評価性引当額小計 百万円

繰延税金資産合計 百万円

繰延税金負債

その他 百万円

繰延税金負債合計 百万円

繰延税金資産の純額 百万円

※法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

2025年６月27日に、その他資本剰余金の額を減少して、資本金の額が増加したことに伴い、外形標準

課税が適用されることになりました。これに伴い、翌事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係

る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を34.6％から30.6％に変更し計算しており

ます。

　また、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立

したことに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われるこ

とになりました。これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に

係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.6％から31.5％に変更し計算してお

ります。

　これらの変更により、当事業年度の繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）及び

法人税等調整額（貸方）が108百万円ずつ増加しております。

当事業年度
期末株式数

普 通 株 式 15,200株 － 株 － 株 15,200株

株式の種類
当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

決　　議
株式の
種類

配当金の総額 基準日

2024年6月30日

2025年9月29日

普通株式 28,743百万円
2024 年 9 月 27 日

定 時 株 主 総 会

808

1,251

971

9,087

△ 112

8,975

△ 426

△ 426

1,972

492

3,537

効力発生日

2024年9月30日

1株当たり
配 当 額

1,891,000円

57

決　　議
株式の
種類

配当金の総額
1株当たり
配 当 額

基準日 効力発生日

2025 年 9 月 26 日
普通株式 41,086百万円

定 時 株 主 総 会
2,703,000円 2025年6月30日

8,549

△ 112
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９．リース取引に関する注記

（借主側）

オペレーティング・リース取引

賃貸借契約によるリース取引

未経過リース料

１年内 百万円

１年超 百万円

合　計 百万円

（注）当社がオーナーと締結している賃貸借契約のうち解約不能条項が付されているものについて

　記載しております。

１０．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な安全性の高い金融商品に限定し、また、資金調達については親

会社からの借入等による方針であります。

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、主にクレジット会社等に対するものであり、信用リスクに晒されておりま

す。クレジット会社等については信用リスクは殆どないと認識しております。その他に対するものにつ

いては、モニタリング等により個別に管理しております。

　また、営業債務は、流動性リスクに晒されておりますが、当社では、月次に資金繰り計画表を作成す

るなどの方法により管理しております。

　敷金保証金は、主に店舗の賃借に伴う敷金及び保証金であります。これらは、差し入れ先の信用リス

クに晒されておりますが、賃貸借契約に際し差し入れ先の信用状況を把握するとともに、定期的にモニ

タリングを行い、信用度を個別に管理しております。

③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること

により、当該価額が変動することもあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

2025年６月30日現在における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次の通りでありま

す。なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません（（注）参照）。

　また、「現金及び預金」、「売掛金」、「未収入金」、「立替金」、「預け金」、「関係会社預け

金」、「未収還付消費税等」、「買掛金」、「未払金」、「未払費用」、「預り金」及び「未払法人税

等」については、現金であること及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注

記を省略しております。

（注）市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は以下のとおりです。

貸借対照表計上額
（百万円）

　関係会社株式

　非上場株式 27,231

資産計　 47,821 48,075 254

(2)敷金保証金 45,071 45,347 276

(1)長期貸付金 2,750 2,728 △ 22

貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

2,188

10,098

12,286
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(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの

レベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当

　該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価

　の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合は、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

該当事項はありません。

②時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

長期貸付金

　長期貸付金の時価は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将来

キャッシュ・フローと国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率を基に割引現

在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

敷金保証金

　敷金保証金は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等の利率を基に割引現在価値法によ

り算定しており、レベル２の時価に分類しております。

45,347

資産計 － 48,075 － 48,075

敷金保証金 － 45,347 －

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期貸付金 － 2,728 － 2,728
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１１．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注） 「その他の収益」は、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づく賃料収入

等であります。

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記「(4) 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであり

ます。

（3）当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

１２．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、東京都その他の地域において、賃貸用の商業施設（土地を含む）を有しております。

（2）賃貸等不動産の時価に関する事項

 (注)１． 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額

であります。

 ２． 当事業年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金

額（指標等を用いて調整を行ったものを含む）であります。

食品

時計・ファッション用品

7.6%

0.0%

98.8%

36.8%

14.8%

972,104百万円

スポーツ・レジャー用品

その他

1.2%

146,072百万円

362,576百万円

顧客との契約から生じる収益

その他の収益

206百万円

74,721百万円

100.0%984,344百万円

12,240百万円

外部顧客への売上高

貸借対照表計上額 時価（百万円）

12,343百万円

家電製品

日用雑貨品

構成比

7.3%

32.2%317,037百万円

71,493百万円

金　額

15,599百万円
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１３．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社

(2) 子会社及び関連会社等

(3) 兄弟会社等

　取引条件及び取引の決定方針等

 (注)　１．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で

決定しております。

 ２．グループ内資金の円滑運用のためＣＭＳ契約を締結し運用しております。約定利息は市場

金利を勘案した率で行っております。当該取引に係る取引金額は、純増減額を記載してお

ります。

 ３．当初時価と返済金額との差額のうち、当期に配分すべき金額を受取利息として計上してお

ります。

 ４．価格その他の取引条件は、当社と関係を有しない他の当事者と同様の条件によっておりま

す。

UDリテール㈱

㈱長崎屋

会社等
の名称

関連当事者
との関係

役員の兼任
２名

役員の兼任
４名

㈱パン・パシフィッ
ク・インターナショ
ナル・トレーディン
グ

㈱UCS

㈱パン・パシフィッ
ク・インターナショ
ナルフィナンシャル
サービス

㈱パン・パシフィッ
クコマース

日本アセットマー
ケティング㈱

会社等
の名称

関連当事者
との関係

役員の兼任
１名

－

役員の兼任
２名

役員の兼任
４名

－

36,459

6,359

種類

12,545－
クレジット債権
回収

売掛金 3,157－

－

9,584

親会社の
子会社

親会社の
子会社

－

親会社の
子会社

－ 商品の購入 －
その他
（流動資産）

子会社

CMS預り
(注)2

経費の立替

種類

会社等
の名称

立替金

議決権等
の所有(被
所有)割合

　(％)

子会社

議決権等
の所有(被
所有)割合

　(％)

5,020

取引の内容
(注)1

－

所有
　直接100

経費の立替 － 3,350

建設協力金の
回収

4,284

期末残高
(百万円)

809 敷金保証金

所有
　直接100 クレジット

債権回収
－

経費の立替 －

取引の内容
(注)1

取引金額
(百万円)

科目

預り金

立替金

売掛金

未払金

9,818

majicaの精算 －

商品の販売
(注)4

9,781

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

種類

議決権等
の所有(被
所有)割合

　(％)

取引の内容
(注)1

親会社
被所有
　直接100

15,870
関係会社
預け金

立替金 5,132

㈱パン・パシフィッ
ク・インターナショ
ナルホールディング
ス

関連当事者
との関係

役員の兼任
４名

－

親会社の
子会社

3,279
受取利息の
計上(注)3

191 長期前払費用

親会社の
子会社
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１４．１株当たり情報に関する注記

　１株当たり純資産額 円 銭

　１株当たり当期純利益 円 銭

１５．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

１６．その他の注記

（資産除去債務に関する注記）

資産除去債務のうち、貸借対照表に計上しているもの

①当該資産除去債務の概要

　賃貸用の土地・建物の事業用定期借地権契約に伴う原状回復義務であります。

②当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を取得から7年～39年と見積り、割引率は0.00％～3.22％を使用して資産除去債務

の金額を算定しております。

③当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 百万円

時の経過による調整額 百万円

期末残高 百万円

（減損損失に関する注記）

　当事業年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　当社は、各店舗または事業部を基本単位としてグルーピングしております。

　当事業年度において、収益性の低下または営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとなる店舗

について各資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（建物656百万円、構築

物90百万円、工具、器具及び備品148百万円）として特別損失に計上しました。なお、当該資産グルー

プの回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い価額としております。正味売却価額に

ついては、不動産鑑定士による鑑定評価額等に基づいて算出しており、使用価値については、

将来キャッシュ・フローに基づく使用価値がマイナスであるものには、回収可能価額をゼロとして評価

し、それ以外については将来キャッシュ・フローを5.1％で割り引いて算定しております。

65

30

合計 894百万円

関東 店舗設備 建物及び構築物・工具、器具及び備品

中部 店舗設備 建物及び構築物・工具、器具及び備品

158百万円

736百万円

減損損失

8,048

7,661

場所 用途 種類

41

14,253,475

4,515,213

322
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